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1オープンモバイルビジネス戦略

□我が国のＩＣＴと経済成長

□ブロードバンド基盤を活かした新事業の創出

□オープン型モバイルビジネス環境の創出

□通信・放送の総合的な法体系の見直し

□ＩＣＴ国際競争力の強化

✔
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■情報通信産業の市場規模は、全産業の名目国内生産額合計の約1割。

■実質ＧＤＰ成長に対する寄与は、景気変動にかかわらず常にプラス。直近５年間では平均約３４％

の寄与。

主な産業の名目国内生産額（平成18年）

情報通信産業

95.2兆円

9.8%

鉄鋼

27.3兆円
2.8%

電気機械（除情報

通信機器）

33.4兆円
3.5%

輸送機械

58.3兆円

6.0%

建設（除電気通信

施設建設）

64.3兆円

6.6%

卸売

59.0兆円
6.1%小売

32.0兆円

3.3%

運輸

38.4兆円
4.0%

その他の産業

559.7兆円

57.8%

全産業の名目国内生産額

(平成18年)
967.6兆円

【注】 情報通信産業とは、①通信業、②放送業、③情報サービス業、④映像・音
声・文字情報制作業、⑤情報通信関連製造業、⑥情報通信関連サービス業、⑦情報通
信関連建設業、⑧研究の８部門からなり、「情報の生産、加工、蓄積、流通、供給を
行う業ならびにこれに必要な素材・機器の提供等を行う関連業」である。

実質GDP成長に対する情報通信産業の寄与率

【出典】 平成２０年版情報通信白書

情報通信産業の経済成長への寄与



3米英仏韓における情報通信戦略の動き

■オバマ政権は、“技術・イノベーション戦略”を主要施策の一つと位置付け。
（施策例） ○ 全ての学校、図書館、世帯、病院を世界で最も進んだ通信インフラに接続

○ 電子政府実現に向け、連邦政府全体を統括するＣＴＯ (Chief Technology Officer) を指名
○ 情報技術を活用した医療制度のコスト削減

アメリカ

■英国は、09年6月、ＩＣＴ分野の新行動計画”デジタル・ブリテン“の最終報告書を公表（今夏を目途に詳細な実施計画を策

定予定）。
■デジタル産業の成長を加速し、英国のイノベーション・投資・品質に対する世界のリーダーとしての地位を高めるための戦

略的計画。主に、情報通信インフラの整備、国民のデジタル参加の推進、デジタル・コンテンツについて記載。

■フランスは、08年10月、包括的なデジタル国家戦略“デジタルフランス2012”を発表。
■“2012年までにＧＤＰに占めるＩＣＴのシェアを6％から12％へ倍増させる”（べッソン・デジタル経済相（当時））ことを目標。

（注）全国民をブロードバンドネットワークに接続可能とする、デジタルコンテンツ制作へのテコ入れなど、 計154項目の施策を盛り込む。

イギリス

フランス

Peter Mandelson ビジネス・企業・規制改革大臣のステートメント
“英国が通信・デジタル技術分野で世界のリーダーとしての地歩を固めることを政府として決定した。現在の金融・銀行危機に対し、 英国が最悪期を
切りぬけ、上方転換に備えるため、デジタル・エコノミーはその中心に位置するものだ。”

【出典】オバマ候補政策 Technology and Innovation (2007年11月)

■韓国は、08年7月、イ･ミョンバク政権の情報通信産業政策となる“ニューＩＴ戦略”を発表。
■08年12月に、08～12年（5年間）の「国家情報化基本計画」を策定し、「創意と信頼の先進知識情報社会」を目指して、ICT
産業生産額を267.6兆₩（2007年）から2012年に386兆₩に拡大するなど、5大目標（2大エンジン、3大分野）を設定。これを受
け、09年4月に、20の議題に205の課題と期待効果を盛り込んだ「国家情報化実行計画」を発表。

韓 国

Barack Obama 米国大統領
“我々は新しい雇用創出だけでなく、成長のため新しい基盤を作らなければならない。我々は道路や橋、電線やデジタル通信網（digital lines）を作り、我々の商業

を支え、我々の結びつきを強めなければならない。我々は科学を立て直し、技術を活用し医療の質の向上と共にコストを下げる。（中略）我々の学校や単科大学を新た
な時代の要請にあわせるようにする。”（09年1月20日就任演説）



各国のブロードバンド基盤の整備状況

（注１）ブロードバンド普及状況については加入契約数で示している。
（注２）「CATV」はCATV網を活用した高速インターネットサービスである。
（注３）出典：米国（FCC）、英国（Ofcom）、ドイツ（BNetzA) 、フランス（ARCEP）、カナダ.（CRTC）、中国（工業・情報化部）、韓国（情報通信部）、インド

（TRAI）、インドネシア（通信情報省）シンガポール（情報通信開発庁）、オーストラリア（ABS）、日本（総務省）、トリビューン、富士キメラ総研等

約485万

DSL CATV
DSL

【フランス】

DSL CATV
【韓国】

約510万

【日本】

DSL CATV

約396万

【シンガポール】

CATVDSL

約50万 約40万

（2008年3月）

約1,548万

約1,760万

DSL
【ドイツ】
（2007年9月）

CATV

（2008年6月）

その他
（Mobile Wirelessを含む）

約3,728万

（2008年3月,
FTTH: 2007年9月）

【中国】

約1,308万 約1,229万

約923万

DSL その他

約465万

（2008年4月,
FTTH: 2007年12月）

（2007年6月）

（2007年9月）

約5,771万

DSL
【英国】

CATV

約1,017万

約313万

（2007年3月）

約2,784万

約3,441万

約322万

DSL

【カナダ】
（2006年）

CATV

約409万

【米国】

その他

約15万

約90万

【インド】

約20万

無線

約275万

約259万

DSL CATV

約34万

その他
FTTH

その他

約73万

【マレーシア】
(2008年6月)

DSL

約117万 約20万

その他無線アク
セス

約36万

DSL

約20万

【インドネシア】

(2007年)

約300万

3G 携帯

FTTH

約140万
FTTH

約2.3万

FTTH

FTTH

約600万

（2007年12月）
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固定－移動の
加入契約数逆転
固定：6,219万
移動：6,282万

（平成１２年１１月）

光ファイバ（FTTH）
○加入契約数 ：１，５０２
○事業者数 ： １７７社

光ファイバ（光ファイバ（FTTHFTTH））
○加入契約数○加入契約数 ：１，５０２：１，５０２
○○事業者数事業者数 ：： １７７社１７７社

無線（ＦＷＡ、ＢＷ
Ａ）
加入契約数 :２
事業者数 : ３５社

無線（ＦＷＡ、ＢＷ無線（ＦＷＡ、ＢＷ
Ａ）Ａ）
加入契約数 :２
事業者数 : ３５社

ケーブルインターネット
○加入契約数 ：４１１
○事業者数 ： ３７９社

ケーブルインターネットケーブルインターネット
○加入契約数 ：４１１
○事業者数 ： ３７９社

ＤＳＬ
○加入契約数 ： １，１１８
○事業者数 ： ４５社

ＤＳＬＤＳＬ
○加入契約数 ： １，１１８
○事業者数 ： ４５社

注：平成１６年６月末分
より電気通信事業報
告規則の規定により
報告を受けた加入者
数を、 それ以前は任

意の事業者から報告
を受けた加入者数を
集計。

移動電話移動電話
((携帯電話携帯電話+PHS)+PHS)

固定電話固定電話((加入電話加入電話+ISDN)+ISDN)

ブロードバンドブロードバンド (DSL+CATV+FTTH+(DSL+CATV+FTTH+無線無線))

ＩＰ電話ＩＰ電話

ブロードバンド加入契約数の推移ブロードバンド加入契約数の推移 （（09.309.3末現在、単位末現在、単位::万契約）万契約）

各種サービス加入契約数の推移各種サービス加入契約数の推移（（09.309.3末現在、単位末現在、単位::万契約）万契約） 11,205

4,730

3,033

2,022

ブロードバンド加入者数の推移



6ＩＣＴ利活用の遅れ

インターネット広告費の伸び

レセプト（診療報酬請求）のオンライン化率校内ＬＡＮ整備率

○日本：2008年3月時点
（出典）文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」
○米国：2005年秋時点
（出典）U.S. Department of Education: Internet Access in U.S.

Public Schools and Classrooms: 1994–2005

○韓国：2005年12月時点
（出典）KEDI: Brief Statistics On Korean Education 2005

（％）

E-government Readiness Index
（電子政府準備度指数）

（出典）国連「UN Global E-government Readiness Report」

「UN E-Government Survey 2008 」

2002年 2008年

1位 米国
2位 オーストラリア
3位 ニュージーランド

・
6位 英国

・
15位 韓国

・
26位 日本

1位 スウェーデン
2位 デンマーク
3位 ノルウェー
4位 米国
5位 オランダ
6位 韓国

・
11位 日本

【他調査順位】

・2004年１１位→2007年 １０位（アクセンチュア）

・2004年７位 →2007年 ４位（早稲田大学）

就業者人口に占めるテレワーカー比率（億円）

（出典）日本：電通総研「日本の広告費」

米国：IAB Internet Advertising Revenue Report 
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（5.9%）

（3.1%）

（6%）

（1.2%）

※（ ）内は各国総広告費用に占めるインターネット広告費用の割合

コンテンツ産業規模

国名 ｺﾝﾃﾝﾂ規模 ＧＤＰ ｺﾝﾃﾝﾂ/GDP

日本 1,029億ﾄﾞﾙ 4.4兆ﾄﾞﾙ 2.4％

ｱﾒﾘｶ 4,651億ﾄﾞﾙ 13.2兆ﾄﾞﾙ 3.5％

世界 1.21兆ﾄﾞﾙ 45.6兆ﾄﾞﾙ 2.7％

（出典）
コンテンツ規模：’Global Entertainment and 

Media Outlook:2007-2011’（2006年データ）
GDP：世界銀行2006年データ

（１ドル＝１１０円換算）

米国
オランダ
フィンランド
スウェーデン
英国
ドイツ
日本

３２．２%
２６．４%
２１．８%
１８．７%
１７．３%
１６．６%
１０．４%

日本 韓国

保険医療機関
14,440機関

(約8.5％)
44,090機関

（約88％)

調剤薬局
45,554機関

(約86.8％)
19,666機関

（約100％)

合計
59,994機関

(約27.1％）

63,756機関

(約91％）

（出典）

○日本：社会保険診療報酬支払基金資料より総務省作成
（平成２１年７月末現在）

○韓国：総務省「医療分野における情報化促進のための国内外の
実態調査-レセプトオンライン化に関する韓国実態調査-」報告書

（平成１８年３月）

（出典）国土交通省：平成17年度テレワーク実態調査（平成18年6月）

アメリカテレワーク協会：2005年調査

欧州委員会SIBISプロジェクト：2003年調査



7オープンモバイルビジネス戦略

□我が国のＩＣＴと経済成長

□ブロードバンド基盤を活かした新事業の創出

□オープン型モバイルビジネス環境の創出

□通信・放送の総合的な法体系の見直し

□ＩＣＴ国際競争力の強化

✔



8ＩＣＴ政策の今後の課題

■ＩＣＴ産業は全産業の約１割を占め、経済成長の約３４％を支える戦略的産業。
（主要各国はＩＣＴ産業を戦略的産業と位置付け、精力的な取り組みを展開中）

■ネット環境の整備は、世界最高水準。２０１１年はデジタル化元年。

■しかし、こうした先進的なネット環境を活かしたＩＣＴの利活用が進んでいない。既存市場には踊
り場感。

✔メディア間の収益分配

✔我が国の強みを活かした新事業の創出

マス主体の既存の通信
放送市場

代替的に生み出される市場

新市場の創出

✔ＵＳ中心のweb系事業の伸長

✔旧来型の事業モデルの行き詰まり
✔少子高齢化による国内市場の縮退傾向

市場規模

時間



9ＩＣＴ政策の今後の課題

■ＩＣＴの利活用が進むとは、どういう状況か？

■具体的には、
１）先進的なネットワーク基盤を活かした新しい事業が多数登場
２）ブロードバンド網を活かしたコンテンツ市場の拡大
３）先進的なＩＣＴ事業モデルのグローバル展開

■同業他社、異業種連携によるコラボレーション（オープンイノベーション）
を積極的に支援。

サイバー特区事業



10雑誌コンテンツのデジタル配信プラットフォームの構築

コンテンツデータベース

課金・決済ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

デジタル著作権管理ｼｽﾃﾑ

個人認証・顧客情報管理

ｺﾝﾃﾝﾂ配信 新ｻｰﾋﾞｽ
「magazine Next（仮）」

記事閲覧の標準ﾌｫｰﾏｯﾄ

閲覧ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ分析ﾂｰﾙ

広告配信・管理・効果測定ﾂｰﾙ

各出版社
雑誌編集部

各印刷会社

各執筆者
各著作権者

(1)従来とは異なる革新的な閲覧形態の実現

(2)雑誌専門のポータルサイトの設置

(3)記事単位の少額決済への対応

(4)著作権者への著作権配分ルールの確立

(5)雑誌コンテンツ配信

専用デバイスのあり方

実証実験の概要
「雑誌デジタルコンテンツ書店」の可能性検証 出

版業界のとりまとめを行いながら、雑誌コンテンツの配信形態、配信デバイス等の検証
著作者への効率的な著作権料配分手法の検証

ポイントシステム等を構築し、記事単位の少額決済および著作権料配分のための効率的な手法を検討

期待される成果
雑誌メディア産業の新たな市場創造 共通のコンテンツ有料課金プラットフォーム化、及び新

たな広告提供の機会創造、及び読者の利便性向上
雑誌コンテンツ利活用のための新たなルール整備 雑誌メディアの属性に即した新たなコンテ

ンツ制作・配信・著作権配分等の方針策定が可能
海外展開への期待 海外在住者を対象とした市場の創造、並びに自動翻訳技術等と連携した多

言語展開を行うことによる文化・産業の飛躍的成長

※ 検討内容



11モバイル視聴率調査手法の実現に関する実証実験

電気通信事業者

ケータイ等モバイル視聴率
データ処理機関（仮称）

コンテンツプロバイダ

(1)利用者同意取得方法

(3)データ提供フォーマット

(4)処理内容

(5)提供データ範囲

実証実験の概要
システム等技術的課題を解決するために限定的なネット空間での実証実験
個人情報の適正な取扱等を図る機関としてケータイ等モバイル視聴率データ処理機関（仮称）

を設置、全数型モバイル視聴率調査方法の検証
全数型視聴率調査結果の使用環境の整備

期待される成果
モバイルコンテンツに関して、あらゆる企業が客観的なデータや指標に基づき、広告効果測定

やマーケティングプランニングを行うことが可能となり、モバイル広告市場の成長及び活性化
海外でも同様のシステム・ビジネスモデルとして展開されることを期待

コンテンツ配信

端末情報等

アクセスログ等

※ 検討内容

(2)電気通信事業者のシステム負担

広告会社、調査会社等

視聴率情報



12デジタルコンテンツの管理流通ルール整備促進事業

実証実験の概要
ライセンスプールの設定：１次創作者管理委託団体等から、限定した権利許諾の許諾を得る。
特区クリエイティブエリアの設定
マルチプラットフォームでクリエィティブエリアを設定し、限定したクリエイター(100名）が2次・3次創作を行う。
特区流通エリアの設定
マルチプラットフォームにより流通エリアを設定し、限定したユーザ(2,000名）に流通及び利活用実証実験を実施。
ルール整備のための調査分析とガイドライン案の作成
メタバース（仮想空間）を利活用したサイバー空間のデジタルコンテンツ管理のしくみを検討

期待される成果
メタバース（仮想空間）の1次創作物の管理ルールと2次・3次創作物流通ルールの整備
メタバースをライセンス管理のハブとすることにより、ＷＥＢなどのサイバー空間のデジタルコンテンツ

のトレサビリティ整備の可能性を追及



13音楽コンテンツの著作権処理と利益配分のルール整備のための実証実験

(3)権利処理ルールのあり方権利団体
（権利者）

権利分配

ｺﾝﾃﾝﾂ提供
アーカイブ

実証実験
事務局

コンテンツ
流通事業者群

ネット空間で管理追跡
可能なデバイス
・パソコン
・携帯電話

など

エンドユーザーA
（コンテンツ利用者

兼二次創作者）

エンドユーザーB
（コンテンツ利用者）

コンテンツ消費・利用
（課金・ﾎﾟｲﾝﾄ・無料視聴など）

コンテンツ
（情報）配信

コンテンツ
（情報）配信

コンテンツ
（情報）提供

コンテンツ
（情報）配信

コンテンツ利用
二次創作・投稿

二次利用に関する権利処理

のルール整備

データベース

(1)権利マネジメント

ユーザーのコンテンツ消費・利

用情報のデータ（ログデータ
等）等

制作、流通、利用・消費、二次創作等に

関する一貫した権利処理・マネジメント

(2)コンテンツ制作・消費実態把握

限定されたネット空間内で制

作から利用・消費、創作実態
までを一貫して把握

限定的な
ネット空間

実験を通じて、
最適なルールを検討

実証実験の概要
音楽コンテンツ流通に関する一貫した権利処理マネジメントシステムの構築
音楽コンテンツの制作実態、利用・消費実態の把握が可能なネット空間の構築
音楽コンテンツの流通促進における権利処理のルール整備の調査研究

期待される成果
音楽コンテンツのオンライン流通を促進させる上で最適な権利処理及び利益配分のあり方に関するルール整備
ネット上の音楽コンテンツの流通を活発化
コンテンツの不正流通などの実態把握および対応



次世代デジタルサイネージモデルの確立（ＩＣＴ先進実証実験事業）

１ 概要

通信と放送の融合・連携時代に対応したデジタルサイネージシステムのサービスモデルを確立するための実証実験を

行う。

２ 実証実験内容

①複数の配信事業者から複数のサイネージへ様々なメディアを使って柔軟なコンテンツ配信を可能とするシステムの

ネットワーク化

②異なる方式間でのコンテンツの互換性の確保及びデバイスフリーな表示方法の検討

③サイネージと携帯電話の連動によるコンテンツ配信方式の検討及びその効果の測定 等

３ 成果・効果

・これまでの電子看板の枠を超え、地域の商圏に根ざした新しいローカルメディア或いは災害情報の表示といった公共

用途にも使えるコミュニティメディアの創出を実現する。

・本提案システム全体をソリューションとしてパッケージ化した上で海外展開を行う。

・サイネージ間のネットワーク化などの標準化について、標準化機関等へ提案を行う。

A社配信

センター
配信サーバ a

配信サーバ b

B社配信

センター

コンテンツa

安い !

配信
センター

配信サーバ a

配信サーバ b

安い !

コンテンツa

コンテンツb

１．各サイネージシステムの共通化
及びシステム間のネット
ワーク化

３．サイネージと
携帯電話の連動

２．コンテンツ表現方式の汎
用化

事業者毎にインターフェースが異なる配信
システムをネットワーク化し、時、場所、状
況に応じた柔軟な配信システムを実現。

ディスプレイの形状の違いにかか
わらず、コンテンツを適切にディス
プレイに表示することが可能。

災害情報等の緊急情報や店舗情
報等、特定の地域向けの情報を携
帯電話に取り込むことが可能。

事業者毎に、配信システムの規格が
異なり、互換性がない。

コンテンツb

現状現状 実証実験実証実験

【実施主体】
博報堂、ＮＴＴドコモ
ＮＴＴコミュニケーション
エフエム東京
ＵＱコミュニケーション 等



15オープンモバイルビジネス戦略

□我が国のＩＣＴと経済成長

□ブロードバンド基盤を活かした新事業の創出

□オープン型モバイルビジネス環境の創出

□通信・放送の総合的な法体系の見直し

□ＩＣＴ国際競争力の強化

✔
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（万加入）

6,910万

7,566万

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続

6,090万

5,110万

4,150万

3,150万

8,152万

8,700万
9,179万

I
M
T
-
2
0
0
0

2001年
IMT-2000 サービス開始

2001年
IMT-2000 サービス開始

9,672万

8,810万
(85.8%)

8,869万
(86.3%)

10,272万

携帯電話の加入数の推移携帯電話の加入数の推移



17携帯電話の加入契約数と増加率の推移携帯電話の加入契約数と増加率の推移

S63.12
ＩＤＯ（現ａｕ）参入

H6.4
端末売り切り
制度開始

H6.4
東京ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｫﾝ
（現SBM)参入

H8.12
携帯新規
加入料の
廃止

H8.12
移動体通信
料金届出制
へ移行

H11.2～

ﾌﾞﾗｳｻﾞﾌｫﾝ登
場
iﾓｰﾄﾞ:H11.2
EZWeb:H11.4
J-SKY:H11.12

H12.11～

ｶﾒﾗ付き携帯登
場
Jﾌｫﾝ:H12.11
ﾄﾞｺﾓ:H13.10
au:H14.4

H13.10～
3Gｻｰﾋﾞｽ開

始
ﾄﾞｺﾓ:H13.10
au:H14.4
Jﾌｫﾝ:H14.12

H15.11～

ﾊﾟｹｯﾄ通信料
定額ｻｰﾋﾞｽ開始
au:H15.11
ﾄﾞｺﾓ:H16.6
ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ:H16.11

H18.10～

携帯番号
ﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ
制度開始

H16.4～

料金・提供条件の
ﾃﾞﾀﾘﾌ化（届出不
要）

S54.12
電電公社（NTT）

自動車電話開始

(参考)H7.7
ＰＨＳ開始

H19.9.21
「モバイルビジネス
活性化プラン」公
表

24 49 87 138 171 213 
433 

1,024 

2,088 

3,153 

4,153 

5,114 

6,094 

6,912 

7,566 

8,152 

8,700 

9,179 

9,672 

10,272

60.9

101.6 

77.3 

58.8 

24.3 24.5 

103.2 

135.6 

104.6 

51.0 

31.7 

23.1 
19.2 

13.4 
9.5 7.7 6.7 5.5 5.4 6.2

0

20

40

60

80

100

120

140

160

-

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

Ｓ６３年度末 Ｈ１年度末 Ｈ２年度末 Ｈ３年度末 Ｈ４年度末 Ｈ５年度末 Ｈ６年度末 Ｈ７年度末 Ｈ８年度末 Ｈ９年度末 Ｈ１０年度末 Ｈ１１年度末 Ｈ１２年度末 Ｈ１３年度末 Ｈ１４年度末 Ｈ１５年度末 Ｈ１６年度末 Ｈ１７年度末 Ｈ１8年度末 H19年度末

加入契約数

対前年同期増加率

H8.3
1000万加入突破

H12.3
5000万加入突破

H16.1
8000万加入突破

H17.12
9000万加入突破

(参考）H19.1
携帯＋ＰＨＳ １億加入突破

H19.12
携帯
１億加入突破

（増加率（％））（万加入）

年度末 Ｓ６３年度末 Ｈ１年度末 Ｈ２年度末 Ｈ３年度末 Ｈ４年度末 Ｈ５年度末 Ｈ６年度末 Ｈ７年度末 Ｈ８年度末 Ｈ９年度末 Ｈ１０年度末 Ｈ１１年度末 Ｈ１２年度末 Ｈ１３年度末 Ｈ１４年度末 Ｈ１５年度末 Ｈ１６年度末 Ｈ１７年度末 Ｈ１8年度末 H19年度末

加入契約数 24 49 87 138 171 213 433 1,024 2,088 3,153 4,153 5,114 6,094 6,912 7,566 8,152 8,700 9,179 9,672 10,272

対前年同期増加率 60.9 101.6 77.3 58.8 24.3 24.5 103.2 135.6 104.6 51.0 31.7 23.1 19.2 13.4 9.5 7.7 6.7 5.5 5.4 6.2



6,889 6,245 5,766 5,263 4,902 4,670 4,127

1,346
1,607 1,805

1,740 1,867 1,992
2,174

8,235
7,853 7,570 7,004 6,769 6,662

6,301

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

（円/人）

年度

データARPU

音声ARPU

携帯電話事業におけるＡＲＰＵの推移携帯電話事業におけるＡＲＰＵの推移 18

※数値はＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及びソフトバンクモバイル（vodafone）の年度平均ＡＲＰＵの年度末契約数による加重平均。

※2007年度のソフトバンクモバイルの年度平均ＡＲＰＵは、四半期ごとの平均ＡＲＰＵの単純平均を使用。



コンテンツ市場の拡大コンテンツ市場の拡大

コンテンツ市場

インターネット流通インターネット流通

２００２年 ２００３年 ２００４年

１３．３兆円 １３．２兆円 １３．５兆円

２１１５億円２１１５億円 ３０４１億円３０４１億円 ４１８９億円４１８９億円

1.6%1.6%

2.3%2.3%
3.1%3.1%

3.4%3.4%

（出典）（財）デジタルコンテンツ協会（DCAJ）「デジタルコンテンツ白書２００７」（０７年８月）より総務省作成

携帯電話流通携帯電話流通

インターネット流通インターネット流通

2002年 2003年 2004年

（注）□ソフト市場の合計は、書籍販売、雑誌収入、新聞社総売上、パッケージソフト売上、インターネット配信売上等を合計した
「図書・新聞、画像・テキスト」、映像ソフト売上、映画興行収入、テレビ放送・関連サービス収入等を合計した「映像」、
ラジオ放送の「音楽・音声」、「ゲーム」で構成。

コンテンツ市場全体に占める比率コンテンツ市場全体に占める比率

携帯電話流通携帯電話流通 ２４８９億円２４８９億円 ２８５８億円２８５８億円 ３３９７億円３３９７億円

２００５年

１３．８兆円

６１０６億円６１０６億円

４２５７億円４２５７億円

２００６年

１４．０兆円

７８５７億円７８５７億円

４７８２億円４７８２億円

2005年 2006年

4.4%4.4%
5.6%5.6%

1.9%1.9%
2.2%2.2% 2.5%2.5%

3.1%3.1%

ネット系コンテンツ市場は年率４０％前後の伸び

ネット配信はコンテンツ市場全体の６％弱。
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20市場の統合化の進展

20

水平的な市場統合の進展 垂直的な市場統合の進展
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プラットフォーム
レイヤー

オープン型モバイルビジネス環境

端 末
レイヤー

ネットワーク
レイヤー

ｺﾝﾃﾝﾂ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
レイヤー

通信サービス
レイヤー

利 用 者

垂
直
統
合
（一
社
単
独
）
型

垂
直
統
合
（一
社
単
独
）
型

オ

ー

プ

ン

性

の

確

保

水平分業（協働）型
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新規市場の創出
経済の活性化

利用者
（多様なサービスを享受）

利用者
（多様なサービスを享受）

■ ＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）は自らは無線設備を設置しないで通信サービスを提供。
■ ＭＮＯは単に通信サービスを提供する枠を越え、音楽・ゲーム配信などのコンテンツ・アプリケー

ションレイヤーへの進出、金融サービスとの連携など、垂直統合型のビジネスを展開。
■ ＭＶＮＯとして他業態から移動通信市場への参入を促し、新しいビジネスモデルの登場を期待。
■ ＭＮＯとＭＶＮＯとの”win-win”の関係を構築。

■ ＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）は自らは無線設備を設置しないで通信サービスを提供。
■ ＭＮＯは単に通信サービスを提供する枠を越え、音楽・ゲーム配信などのコンテンツ・アプリケー

ションレイヤーへの進出、金融サービスとの連携など、垂直統合型のビジネスを展開。
■ ＭＶＮＯとして他業態から移動通信市場への参入を促し、新しいビジネスモデルの登場を期待。
■ ＭＮＯとＭＶＮＯとの”win-win”の関係を構築。

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＶＮＯＭＶＮＯ

卸サービス・接続卸サービス・接続

付加価値

（サービス・端末）

付加価値

（サービス・端末）サ
ー
ビ
ス
提
供

サ
ー
ビ
ス
提
供

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＮＯ
（既存の移動通信事業者）

ＭＶＮＯ
（様々な業態から参入）

ＭＶＮＯ
（様々な業態から参入）

ゲーム、電子マネー、その他

既存サービスとモバイルサービスの連携

サービスの多様化 新規市場の創出

MVNOの新規参入の促進による

移動通信市場の活性化（サービス多様化の実現）

ＭＶＮＯの参入促進による新規市場の創出



移動系
通信キャリア

プラットフォームの連携に係る基本的視点プラットフォームの連携に係る基本的視点

端末レイヤー

通信レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

ｺﾝﾃﾝﾂ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
レイヤー

ベンダー等

固定系
通信キャリア

コンテンツプロバイダー等

プラットフォーム機能
を軸とした

好循環モデルの創出

プラットフォーム機能
を軸とした

好循環モデルの創出

市場の統合化市場の統合化

他業態から
の参画
（新しい

事業モデル）

多様なビジネスモデルの創出多様なビジネスモデルの創出

利用者利便の向上

インターネット

プラットフォーム
の

連携

プラットフォーム
の

連携
Ｎ
Ｇ
Ｎ
等
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認証基盤連携による認証基盤間の相互運用性確保の実証

１ 概要
利用者が同一の認証ＩＤで複数のコンテンツ事業者から様々なコンテンツが購入できるSSO(Single Sign On)の実現に向け、キャリア単位、コンテン

ツ事業者単位で存在する認証基盤を連携させ、相互運用性を確保するために必要な認証基盤のインターフェースの在り方、セキュリティの確保など利

用者の安心・安全を確保するために講じるべき措置等について検証する。

２ 実証実験内容

概ね以下のカテゴリーに分類される複数の実証実験プロジェクトを実施する。

Ⅰ 認証を既存の認証基盤に依存するもの
(1) OpenIDやSAML等のオープンなデファクトスタンダードによる認証の仕組みを利用

(2) 携帯電話の認証基盤を利用

Ⅱ 新たな認証基盤を構築するもの
(1) 汎用的OSを搭載したインターネット端末（スマートフォン等）の新たな認証基盤を利用

(2) 携帯その他のデバイスが提供するIDを変換した仮想IDを利用

(3) サービスIDが搭載されたICカードを利用

３ 成果・効果

・利用者がネットワークや端末の違いを意識することなく、コンテンツ・アプリケーションレイヤーに自由にアクセス可能となる（また、コンテンツ等の配信

経路が多様化する）ことから、コンテンツ・アプリケーション市場が活性化し、様々なサービスモデルが創出される。
・今後ブロードバンドインフラの整備や3G市場の拡大の進展が見込まれる国々を中心にシステムを展開することが可能となる。

【体制】

 

ACCESS、ウィルコム、KDDI、ジェーシービー、ソフトバ
ンクBB、ソニー、日本電気、ネクストウェーブ、日立製
作所、富士通、野村総合研究所等が実験テーマ毎に
グループを組成



25オープンモバイルビジネス戦略

□我が国のＩＣＴと経済成長

□ブロードバンド基盤を活かした新事業の創出

□オープン型モバイルビジネス環境の創出

□通信・放送の総合的な法体系の見直し

□ＩＣＴ国際競争力の強化

✔
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コンテンツコンテンツ 映画映画 ビデオ
ソフト

ビデオ
ソフト

地上波
ﾃﾚﾋﾞ番組

地上波
ﾃﾚﾋﾞ番組

衛星
ﾃﾚﾋﾞ番組

衛星
ﾃﾚﾋﾞ番組

メディアメディア

ゲーム
ソフト

ゲーム
ソフト

音楽
ソフト

音楽
ソフト

ラジオ
番組

ラジオ
番組

新聞
記事

新聞
記事

書籍･
ｺﾐｯｸ

書籍･
ｺﾐｯｸ

WEB
情報

WEB
情報

劇場
上映

劇場
上映

ﾋﾞﾃﾞｵ販売
ﾚﾝﾀﾙ

ﾋﾞﾃﾞｵ販売
ﾚﾝﾀﾙ

地上波
放送

地上波
放送

衛星
放送

衛星
放送

PC･ｹﾞｰﾑ
機向け

PC･ｹﾞｰﾑ
機向け

CD等
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

CD等
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

ラジオ
放送

ラジオ
放送 新聞新聞 雑誌・本雑誌・本ｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄ

ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

一次流通 多様な流通の例

資料）総務省 「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」

コンテンツの多様な流通の進展

21.8％
17.6％

メディア・ソフト市場の推移

多様な流通の比率

ネットワーク流通市場の推移

「ネットワーク流通市場」：パソコン、携帯電話、通信カラオケ、
オンラインＤＢを通じて流通するソフトの市場

ネットワーク流通市場規模２．２倍
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＜現行の法体系＞

○ 新技術が登場するたびに法律を追加してきた結果、９本もの縦
割りの法律で構成。

○ 通信用の無線局は放送用に一切使えず、放送用の無線局は通信
用に一切使えないため、技術進展による柔軟な利用により情報
のより自由な流通を図る必要。

○ 放送の中でも、施設（ハード）の設置と業務（ソフト）を一事
業者で行うこととされている放送と、複数事業者で分担して行
うこととされている放送があり、経営の選択肢がない。

○ 放送中止事故が発生しているにもかかわらず、これに対応する
規律がない。

○ 有料放送に係る利用者への説明義務や苦情処理義務、休廃止に
係る事前告知義務、放送番組の種別の公表など、利用者・受信
者の利益の保護に係る規律が不十分。

通信・放送の新たな法体系の方向性

＜新たな法体系＞

○ デジタル化、ブロードバンド化の達成される
2010年代を展望し、通信・放送の融合・連携型
の新たなサービスを可能とするため、次の考え
方により、法体系を見直し、全体として規律の
緩和・簡素化を図る。

① 制度の集約・大括り化

② 情報の自由な流通の促進

③ 経営の選択肢を拡大する制度の整備

④ 情報通信の安全性・信頼性の確保

⑤ 利用者・受信者の利益の保護

青少年インターネット
環境整備法
プロバイダ責任制限法
等

青少年インターネット
環境整備法
プロバイダ責任制限法
等

コンテンツ（放送の業務）
○放送法を核として大括り化
○ハード・ソフトの分離又は一致を事業者が選択可

能とする制度の整備
○番組ごとの種別・放送時間の公表義務

コンテンツ（放送の業務）
○放送法を核として大括り化
○ハード・ソフトの分離又は一致を事業者が選択可

能とする制度の整備
○番組ごとの種別・放送時間の公表義務

伝送サービス
○電気通信事業法を核として大括り化
○放送に係る重大事故の報告義務、設備の維持義

務等の整備

伝送サービス
○電気通信事業法を核として大括り化
○放送に係る重大事故の報告義務、設備の維持義

務等の整備

伝送設備
○通信及び放送両用の無線局の開設を可能とする

制度の整備

伝送設備
○通信及び放送両用の無線局の開設を可能とする

制度の整備

現行の法体系（条文数記載の法律だけで計７６７カ条）

電波法（無線） 294カ条電波法（無線） 294カ条

有線電気通信法（有線） 19カ条有線電気通信法（有線） 19カ条

有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
法

有
線
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
法

有
線
ラ
ジ
オ
放
送
法

有
線
ラ
ジ
オ
放
送
法

放
送
法

放
送
法

電
気
通
信
役
務

利
用
放
送
法

電
気
通
信
役
務

利
用
放
送
法

通 信 放 送 通 信・放 送

新たな法体系のイメージ

更
な
る
大
括
り
化
を
法
技
術
的
に
検
討

電気通信事業法 193カ条電気通信事業法 193カ条

Ｎ Ｔ Ｔ
法

Ｎ Ｔ Ｔ
法

有線放送電話法
19カ条

有線放送電話法
19カ条

有線テレビジョン放送法、有線ラジオ放送法、電気
通信役務利用放送法の３法を廃止し、放送法に統合

有線放送電話法を廃止し、電気通信事業法に統合

統合しない

156カ条38カ条 19カ条

29カ条

数100カ条に及ぶ大改正が必要

27



28オープンモバイルビジネス戦略

□我が国のＩＣＴと経済成長

□ブロードバンド基盤を活かした新事業の創出

□オープン型モバイルビジネス環境の創出

□通信・放送の総合的な法体系の見直し

□ＩＣＴ国際競争力の強化✔
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○世界経済フォーラム（ＷＥＦ）が毎年公表しているＩＣＴ競争力ランキングでは、日本の順位は０４年には８
位まで上昇したが、近年では２０位付近に低迷（０８年は１７位）。

○デンマークやスウェーデンなど、官民あげてＩＣＴ産業の強化に取り組んでいる北欧勢を中心に、欧州勢が
上位１０カ国中７カ国を占めている状況。

【出典】世界経済フォーラム（WEF） 「Global Information Technology Report」 横軸は調査対象年

順位

２００６ ２００７ ２００８
国・地域名

1 1 1 デンマーク

2 2 2 スウェーデン

7 4 3 米国

3 5 4 シンガポール

5 3 5 スイス

4 6 6 フィンランド

8 8 7 アイスランド

10 10 8 ノルウェー

6 7 9 オランダ

11 13 10 カナダ

19 9 11 韓国

12 11 12 香港

13 17 13 台湾

15 14 14 オーストラリア

9 12 15 英国

17 15 16 オーストリア

14 19 17 日本

20 20 18 エストニア

23 21 19 フランス

16 16 20 ドイツ

デンマーク

スウェーデン

米国

シンガポール

スイス

フィンランド

アイスランド

ノルウェー

韓国

英国

日本

＜世界経済フォーラムによるＩＣＴ競争力ランキングの推移＞

ＩＣＴ競争力の国際比較
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○ 日中両国の電気通信産業発展のための戦略及び規制政策
競争政策セミナーの開催（電信法制定に関する協力）等

○ 第３世代携帯電話及びそのアプリケーション
（日）ＹＲＰ研究開発推進協会、モバイル・コンテンツ・フォーラム、（中）中国移動通信連合会 による推進団体設立・支援等

○ ポスト第３世代携帯電話
無線通信技術及び関連するアプリケーションに関する研究開発等の推進

○ 広帯域無線アクセス（ＢＷＡ）
ブロードバンドネットワークの速やかな整備を支えるためのＢＷＡ技術の効果的な活用
⇒ 共同実証実験の実施等

○ ＩＣＴの環境への適用
環境問題に対するＩＣＴの活用に関する解決策に関する交流

○ ＩＣＴの防災への適用
地震等の自然災害による被害を軽減するためのＩＣＴ関連の方策に関する交流

近年、中国において進展著しい移動通信を始めとする情報通信技術（ＩＣＴ）分野におい
て、日中協力関係を強化し、両国のＩＣＴ産業の発展を加速させるとともに、両国の連携
によりアジアや世界の情報通信をリードすることを目的として、日本の鳩山邦夫総務大
臣と中国の工業・情報化部の李毅中（り・きちゅう）部長（大臣）との間で、本年５月５日、
協力強化の合意文書に調印。

近年、中国において進展著しい移動通信を始めとする情報通信技術（ＩＣＴ）分野におい
て、日中協力関係を強化し、両国のＩＣＴ産業の発展を加速させるとともに、両国の連携
によりアジアや世界の情報通信をリードすることを目的として、日本の鳩山邦夫総務大
臣と中国の工業・情報化部の李毅中（り・きちゅう）部長（大臣）との間で、本年５月５日、
協力強化の合意文書に調印。

主な合意内容

30ＩＣＴ分野における中国工業・情報化部との協力強化
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日本 途上国

総務省

日本企業

本事業の実施に必要な事項（周波数の確保等）に関する連携の合意

請負契約

途上国企業回線の
提供等

モデルシステム（例）
①デジタル放送

緊急警報放送システム（地上デジタル放送を活用）

②ワイヤレス
遠隔医療システム（広帯域無線アクセスシステムを活用）

③次世代ＩＰネットワークシステム
遠隔教育システム（次世代ブロードバンドネットワークを活用）

途上国政府

連
携重点３分野のＩＣＴにより

途上国のニーズに対応する

モデルシステムを構築

地上デジタル放送の日本方式に関するモデル・システム（例）
我が国のＩＣＴの

「見える化」を実現

我が国のＩＣＴの
国際展開を加速

31ユビキタス・アライアンス・プロジェクト
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分野 プロジェクトのテーマ 概要

ワンセグ・ミドルソフト
ウェア

ワンセグ双方向サービスモデル事業 日本のISDB-T方式を採用したブラジルに
おいて、ワンセグ双方向サービスモデル
の検証を行う。

デジタル放送 地デジ・ワンセグ 地デジ・ワンセグを活用したエリア放送
サービスモデル事業

アラブ首長国連邦において、日本のワン
セグ・エリア放送（ISDB-T）により携帯
端末に手軽に高度な地域情報を配信する
サービスモデルの検証を行う。

次世代IP
ネットワーク

光アクセス技術 光アクセスシステムを活用したサービス
モデル事業

インドネシアにおいて、日本の技術によ
る光アクセスシステムを活用したサービ
スモデルの検証を行う。

３Ｇコンテンツ ３Ｇコンテンツのサービスモデル事業 中国の３Ｇモバイルプラットフォーム上
において、着信音ビジネス、ゲーム、電
子コミック、映像配信、ＧＰＳサービス
等の我が国の先進サービスモデルの検証
を行う。

XGP XGPを活用したルーラル遠隔教育支援モデ
ル事業

中国において、XGPを活用した遠隔教育等
のサービスモデルの検証を行う。

無線LANシステム 無線LANシステムを活用した教育支援モデ
ル事業

ベトナムにおいて、安全かつ高速にアク
セスできる無線LANシステムを活用した遠
隔教育等のサービスモデルの検証を行う。

WiMAX WiMAXを活用した可搬遠隔医療モデル事業 タイにおいて、遠隔診断、医療助言・指
示、患者データの送受信を可能とする、
可搬性を備えたルーラルエリア向け医療
サービスモデルの検証を行う。

ワイヤレス

モバイル決済システム モバイル決済システムを活用したサービ
スルモデル事業

タイにおいて、モバイル決済システムを
活用したサービスモデルの検証を行う。

ユビキタス・アライアンス・プロジェクト（実施テーマ）



33オープンモバイルビジネス戦略（まとめ）

✔我が国のＩＣＴと経済成長

✔ブロードバンド基盤を活かした新事業の創出

✔オープン型モバイルビジネス環境の創出

✔通信・放送の総合的な法体系の見直し

✔ＩＣＴ国際競争力の強化
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